
事業事前評価表（円借款附帯プロジェクト） 

作成日：平成 22 年 11 月 12 日 

担当部･課： 経済基盤開発部 運輸交通･情報通信グループ 

運輸交通･情報通信第一課 

１．案件名 

 ホーチミン市都市鉄道運営組織設立支援プロジェクト 

（The Project for Support of Set up of Operation and Maintenance Company of Urban 

Railways in Ho Chi Minh City） 

２．協力概要 

（１）プロジェクト目標とアウトプットを中心とした概要の記述 

 ベトナム国ホーチミン市において、初の都市鉄道であるホーチミン 1 号線が開業後に円

滑に運営されるよう、都市鉄道運営会社（以下、「O&M 会社」）の登記に必要な諸準備を企

画、総務、安全、人事関係、財務関係、営業・関連事業関係の各業務等で実施することに

より、O&M 会社が登記されることを目的とする。 

※本 O&M 会社は、当初はベトナム政府やホーチミン市などが株式を 100%保有する会社として設立される。 

 

（２）協力期間（予定）：2011 年 3 月～2013 年 3 月（2年間） 

（３）協力総額（日本側）：約 2億円 

（４）協力相手先機関：ホーチミン市人民委員会 都市鉄道管理局（Ho Chi Minh City 

Management Authority for Urban Railways in HCMC： MAUR） 

（５）国内協力機関：国土交通省鉄道局 

（６）裨益対象者及び規模、等 

MAUR O&M 会社準備室スタッフ 19 名 

３．協力の必要性・位置付け 

（１）現状及び問題点 

 661万人(2008年時点)の人口を擁するベトナム国（以下、「べ」国）最大の都市のホーチ

ミン市は、同国経済の中心として、国際競争力を持つ拠点都市としての機能強化が重要に

なってきている一方、経済発展に伴う道路交通量の急激な増大により、交通渋滞の発生、

交通の安全性の低下、大気汚染等の問題が生じている。「ベ」国では2020年までに公共交

通シェアを50％にするという政策目標が出されており、パーソントリップ調査における住

民意識調査結果でも、市民は公共交通中心の都市交通を望んでいる。アジアでも有数の人

口規模を有するホーチミン市において、軌道系の大量公共交通機関なしに交通問題への対

応は困難である。これに対し、既存の公共交通(バス、既存鉄道)の輸送力強化及び道路網

の大幅な拡充という対応は、既に開発が進んだ同市では困難であることから、JICAが実施

した「ホーチミン都市交通計画調査(HOUTRANS)」(2004年)により新たな都市鉄道網の整備

が提案された。フランス、ドイツ、ロシア、中国等、同国の都市鉄道建設事業に関心を寄



せる各国に先駆け、提案された路線のうち、1号線については、我が国の本邦技術活用案件

(STEP)による円借款事業「ホーチミン市都市鉄道建設事業(ベンタイン－スオイティエン間

(1号線)(Ⅰ))」(総延長19.7km。2007年度LA調印)が実施中であり、2016年開業を目指して

建設準備が進められている。同事業によって、路線・駅・車両などのハード整備が行われ

ると共に、車両・機械の運転を保証するための職員訓練、マニュアル整備等が提供される

こととなっている。 

 同事業は「ベ」国で初めての都市鉄道事業であり、実施機関のMAURは、O&M会社設立や運

営の経験・ノウハウを有していない。第一段階として会社設立を早急に進める必要がある

が、上記円借款事業に係る案件実施支援調査(SAPI,2008年実施)によりO&M会社の骨格と立

ち上げのスケジュール案については整理されたものの、実際にO&M会社の登記に必要な準備

が進まず、MAURは具体的なO&M会社設立の動きを開始できていない。よって、1号線開業後

の円滑な運営を実現すべく、O&M会社の設立支援のために本プロジェクトが我が国に対して

要請された。なお、鉄道の円滑な運営にあたって運営業務のための人材育成が合わせて必

要であるが、これについても検討をさらに進めるべく本プロジェクトにおいて計画策定支

援が求められている。 

 これを受け、JICAは同市の都市鉄道全般の現状把握を行うとともに、両国政府間で実施

が検討されている円借款付帯プロジェクト(都市地下構造基準策定、ベンタイン中央駅建設

計画等)の参考となる情報整理等を目的として「都市鉄道計画」、「鉄道運営管理」の専門

家2名を2010年4月中旬から10月中旬までの予定で現地に派遣した。2010年6月には、JICAに

よる都市交通分野レビューの調査団も派遣され、関係機関との協議でO&M会社設立に向けて

必要な具体的作業のイメージを共有し、準備室設立の人員確保について先方の合意を得て、

詳細計画策定調査団派遣に向けた土壌を整えた。2010年10月に実施された詳細計画策定調

査では、O&M会社の登記にあたり必要とされる組織規程、事業計画、定款、約款、就業規則、

各種制度、要員配置計画等について知識及び経験不足により具体的な検討が進んでいない

ことから、これらの作成に対する支援の必要性が確認された。 

 当該円借款鉄道事業のハードコンポーネントを「ベ」国側が有効かつ効率的に運営する

ために、その安全性、信頼性、経済性の高さが世界で認知されている日本の技術支援によ

り、同国初の都市鉄道事業の O&M 会社設立に向けた準備作業を進めることが必要となって

いる。 

 

（２）相手国政府国家政策上の位置付け 

 2006－2010 5 ヵ年社会経済開発計画（The Five-Year Socio-Economic Development Plan 

2006 – 2010）において、ホーチミン都市圏の鉄道開発の重要性が謳われている。また、既

にホーチミン人民委員会からも O&M 会社設立に係る承認を受けている。 

 

（３）我が国援助政策との関連、JICA 国別事業実施計画上の位置付け（プログラムにおけ



る位置付け） 

我が国の対ベトナム国別援助計画（平成 21 年 7 月）では、対ベトナム支援の重点開発課

題の一つである「経済成長促進・国際競争力強化」の「都市開発・運輸交通・通信ネット

ワーク整備」において「都市交通整備」を支援の柱としており、具体的には人口集中が顕

著なハノイ、ホーチミンにおける都市環状道路・都市周辺バイパス道路等のネットワーク

整備、大量輸送機関（都市鉄道）の整備に係る支援にハード・ソフトの両面から取組み、

また都市交通整備に必要な高い技術レベルを扱える人材の育成および増大するインフラ資

産の維持管理能力強化に向けて、データベース整備支援、人材育成、体制整備支援を検討

することとしている。本プロジェクトは本方針に沿っている。 

４．協力の枠組み 

会社の管理体制（総務、人事、経理）として組み込まれるべき内容は、現地の知見・経験を基に、かなりベトナム側

（現地コンサルタントも含む）リードして構築する。一方、日本がノウハウを有する都市鉄道の運営管理に関する内容

は日本側がリードすることになる。 

 

〔主な項目〕 

（１）協力の目標（アウトカム） 

① 協力終了時の達成目標（プロジェクト目標）と指標・目標値 

【目標】ホーチミン市の都市鉄道運営会社が設立される 

【指標】運営会社が登記される 

② 協力終了後に達成が期待される目標（上位目標）と指標・目標値 

【目標】ホーチミン市の都市鉄道運営会社が、安全で信頼できる都市鉄道を運営する 

【指標】都市鉄道運営として満たすべき安全性や信頼性の水準（旅客死傷事故がない事、

平均遅延時分 1分以内である事等）が確保されている 

 

（２）成果（アウトプット）と活動 

【成果１】 

企画、総務、安全業務において、会社設立に必要な準備が完了する 

【活動１】 

1-1 本プロジェクトの総合的な実施計画と達成リストを策定する 

1-2 各部局の機能と権限に関する規程を策定する 

1-3 企画、総務、安全業務の組織規程を策定する 

1-4 事業計画を策定する 

1-5 会社定款を策定する 

1-6 安全推進に関する規程を策定する 

1-7 オフィス IT システム（財務関係を含む）の要求事項を取りまとめる 

1-8 業務実施マニュアルが必要な業務を選定する 



1-9 業務優先度に基づくマニュアル策定計画を取りまとめる 

【指標１】 

企画、総務、安全業務において、会社の登記に必要な全ての書類が準備される 

【成果２】 

人事関係業務において、会社設立に必要な準備が完了する 

【活動２】 

2-1 人事関係業務の組織及び規程を策定する 

2-2 就業規則を策定する 

2-3 人材確保計画を策定する 

2-4 職務分掌及び職制を策定する 

2-5 要員配置計画を策定する 

2-6 乗務員訓練センターを立ち上げる 

2-7 運転士免許及び他の鉄道関係法等関連規程に関する運輸省（Ministry of 

Transport: MOT）からの承認を取り付ける 

2-8 心理適性検査の検査員を訓練する 

【指標２】 

人事関係業務において、会社の登記に必要な全ての書類が準備される 

【成果３】 

財務関係業務において、会社設立に必要な準備が完了する 

【活動３】 

3-1 財務関係業務に関する組織規程を策定する 

3-2 会計制度を策定する 

3-3 予算計画を準備する 

3-4 資材購入に係る規程を制定する 

3-5 会社の財務健全性維持のための調査をする 

【指標３】 

財務関係業務において、会社の登記に必要な全ての書類が準備される 

【成果４】 

営業･関連事業関係業務において、会社設立に必要な準備が完了する 

【活動４】 

4-1 営業・関連事業関係業務に関する組織規程を策定する 

4-2 運輸約款を策定する 

4-3 運賃制度及び運賃改定手続きを構築する 

4-4 関連事業に関する対象業務、仕組み及び管理手法に関して研究する 

【指標４】 

営業･関連事業関係業務において、会社の登記に必要な全ての書類が準備される 



【成果５】 

運営業務のための人材育成に係る後続プロジェクトが計画される 

【活動５】 

5-1 運営業務のための人材育成に係る後続プロジェクトの実施計画案を策定する 

【指標５】 

①運営業務のための人材育成に係る後続プロジェクトの実施計画案 

 

（３）投入（インプット） 

① 日本側（総額約 2 億円） 

専門家派遣：チーフアドバイザー・企画（1名）／総務・安全（1名）／人事（1名）

／財務（1名）／営業（1名）／心理適性検査（2名）／特別課題（数名） 約 55M/M

研修員受け入れ：プロジェクト実施に必要な分野（少なくとも 10 名）約 1週間／年

供与機材：プロジェクト実施に必要な機材類（心理適性検査システム等）約 500 万円

必要経費 

現地コンサルタント雇用経費／技術協力補佐要員（日本語通訳 2名、英語通訳 1名）

／その他の経費（調査費、交通費、訓練経費） 

② ベトナム側 

カウンターパートの配置：企画・総務・安全（4 名）／人事（2 名）／財務（2 名）／

営業（2名） 

プロジェクト実施のための施設：プロジェクト事務室、作業機材類 

必要経費 

現地人件費／事務所賃貸及び機材に係る経費／その他の経費（調査費、交通費、訓練

経費、その他の活動経費） 

 

（４）外部要因（満たされるべき外部条件） 

① 前提条件 

 ベトナム中央政府およびホーチミン市における都市鉄道の政策に大きな変化が無い。 

② 成果達成のための外部条件 

・ O&M 会社設立に関係する MOT、鉄道局（Vietnam Railway Administration: VNRA）等

の関係機関から必要な協力が得られる。 

・ 都市鉄道 1号線以外の都市鉄道プロジェクトのドナーから必要な協力が得られる。 

・ O&M 会社設立についての法環境が大きく変化しない。 

③ プロジェクト目標達成のための外部条件 

管轄省庁による、会社登記の承認手続きが円滑に進む 

④ 上位目標達成のための外部条件 

・ 電力供給が安定している 



・ 都市鉄道 1 号線から 6 号線、軽量軌道交通(LRT)などの全ての関係プロジェクトが計

画通りに進む 

・ 運営業務のための人材育成に係る後続プロジェクトが実施される。 

５．評価５項目による評価結果 

（１）妥当性 

 以下により、プロジェクト実施の妥当性が高いと判断される。 

 上述３．で示したとおり、本プロジェクトはベトナム国の政策・ニーズや我が国の援助

方針と合致するものである。また、日本政府が推進する新成長戦略における「パッケージ

型インフラの輸出」に合致する案件であり、鉄道施設を円借款により整備し、本プロジェ

クトにより鉄道運営に必要な体制整備の一部を行うものである。 

本プロジェクトでは、国際的な比較からも安全性の高い都市鉄道運行を実施している日

本の特徴の一つである、他国では例を見ない「乗務員の心理適性検査」を導入することが

計画されており、そのための検査員を育成することも活動に含まれる。日本の当該分野の

技術力の高さは、その安全性（10 億旅客・km における死亡事故数は 0.02 人）及び信頼性

（通勤電車の遅延時間は平均 1 分程度）に裏付けられており、ヨーロッパ諸国等と比較し

て桁違いの実績を誇っている。 

 

（２）有効性 

 この案件は以下の理由から有効性が見込まれる。 

 本プロジェクトは、新規に O&M 会社を設立するための準備を進める活動をすることとな

る。したがってプロジェクト目標は「ホーチミン市の都市鉄道 O&M 会社が登記される」と

いう非常に明確なものであり、2016 年に開業予定であるホーチミン都市鉄道 1 号線の開業

には不可欠なものである。 

ベトナム初の都市鉄道 O&M 会社設立に向けたプロジェクトであるため、既存の組織は存

在せず、同国には例のない課題への対応である。したがって「問題系図」に対応するとい

うよりも必要性を系図にして、適切な目的を分析し、成果、活動を取り纏めている。この

際、成果がプロジェクト目標を達成のために必要な条件となるべく設計しており、O&M 会社

設立に向けた会社の登記が完了するために必要な組織、制度、規程などを整備することと

した。 

管轄省庁による、会社登記の承認手続きが円滑に進むという外部条件が満たされる可能

性については、既にホーチミン人民委員会から O&M 会社設立の承認を受けていることから

大きな問題は無いと思われる。詳細計画策定調査時にもホーチミン人民委員会には本プロ

ジェクトの説明を日本側から行い、必要な協力は行う旨先方から回答を得ている。また、

今後締結予定の本プロジェクト開始の覚書（MOU: Memorandum of Understanding）の署名

者にはホーチミン市人民委員会のしかるべき地位の者が署名することになっているため、

責任を持った対応がなされることが期待できる。 



 

（３）効率性 

 このプロジェクトは以下の理由から効率的な実施が見込める。 

 先ず、カウンターパート（C/P）の配属状況がプロジェクト実施の効率性確保において他

では例を見ない状況であることが挙げられる。当該 C/P は本プロジェクト実施のために選

任（詳細計画策定調査時 4名、プロジェクト開始までに 10 名まで増員予定）された O&M 会

社設立準備室専属のスタッフである。通常の技プロで見られるような、組織の他の業務と

の兼任ではない。既に配属されている 4 名の C/P 候補者は、海外での修士号（英国 2 名、

シンガポール 1名、ロシア 1名）を持っており、別途派遣されている JICA 専門家 2名の技

術指導を受ける中、その評価は高い。また資金面でも、「ベ」国側負担分のプロジェクト予

算が準備されており、プロジェクト実施に必要な経費負担についての問題はない。 

 本プロジェクトの投入のタイミングについては、円借款事業「ホーチミン都市鉄道建設

事業 1 号線」（以下、本体事業）の部分開業が 2016 年に想定されるとともに、その O&M 会

社を 2012 年に設立することがホーチミン人民委員会タスク・チームからホーチミン人民委

員会により報告されており、時宜を得ている。 

 しかし、本プロジェクトは本体事業の進捗に大きく左右されることから、2年間のプロジ

ェクト期間中に本体事業の進捗を注視しつつ、O&M 会社の設立時期を決定することとし、鉄

道事業を運営するために必要な技術支援については、本プロジェクトの後続プロジェクト

として検討することとし、その計画・実施時期等については、本プロジェクトの活動の中

で関係者で精査することとした。 

「1号線以外の都市鉄道プロジェクトのドナーから必要な協力が得られる」という外部条

件については、当該 O&M 会社の目標とするところの「ホーチミン市の都市鉄道路線を一元

的に管理運営する O&M 会社」とするためには、後発開業予定の他路線の支援を行っている

他ドナーとの協調が不可欠である。この点について、ADB 担当官は現状では同意する意向を

伝えてきているものの、他ドナーも含めて、今後十分な協議を必要としている。 

（４）インパクト 

 この案件のインパクトは以下のように予測される。 

 上位目標である「ホーチミン市の都市鉄道運営会社が、安全で信頼できる都市鉄道を運

営する」は、都市鉄道の最低必要条件である。この上位目標は、公共交通としての当然の

目標であり、達成に向け、プロジェクト関係者が主体的に努力することが期待される。 

 また前提条件である「都市鉄道 1号線から 6号線、軽量軌道交通（LRT）などの全ての関

係プロジェクトが計画通りに進む」ことが満たされない場合であっても、本プロジェクト

の効率性を損なうことのないように、適切な時期に、次の段階の計画を策定することとし

ている。 

 登記され、都市鉄道開業までに開業する O&M 会社にとって、更に必要となる能力開発・

制度整備などの総合的人材育成については、後続プロジェクトで対応することとなってい



る。本プロジェクトの上位目標の達成には、後続プロジェクトの実施が外部条件となって

おり、本プロジェクトの活動で計画策定を行う過程でもフォローしていく予定である。 

 

（５）自立発展性 

 このプロジェクトは以下の理由から自立発展性が見込まれる。 

 既存の社会経済開発計画では大都市圏の都市鉄道開発推進は重要課題としており、ホー

チミン人民委員会からも O&M 会社設立承認を既に受けるなど、政策的な支援は期待される。

 本プロジェクトには、専属の C/P が配属され、日常業務として本プロジェクトの活動を

実施していくことを想定している。C/P は本プロジェクト終了後も運営会社の幹部として業

務に継続して関与していくことから、体制面及び技術面での持続性も高い。 

 財務面については、現在の計画では O&M 会社は鉄道事業が開始される 2016 年までは収入

は全く見込まれない。また鉄道事業開業直後から黒字経営となることは困難である。した

がって鉄道事業が軌道に乗るまでは適切な財政支援が必要だが、ホーチミン市では一定の

補助金を投入することも検討されている。 

６．貧困・ジェンダー・環境等への配慮 

 本プロジェクト対象の O&M 会社設立についてはネガティブな環境影響は見られない。 

７．過去の類似案件からの教訓の活用 

 鉄道分野における O&M 会社設立支援のための技術協力プロジェクトとしては、JICA にと

って初めての事例となる。一方、道路分野の「スリランカ高速道路運営管理プロジェクト」

が類似案件と言える。そのプロジェクトにおいては高速道路庁の設立が遅れ、C/P 側の人員

不足、法整備や道路建設の遅れ等のために道路開業時期および開業区間の決定も遅れてお

いるとの教訓が得られている。本プロジェクトについては、人材育成に対応する後続プロ

ジェクトも視野に入れ、早い段階から「べ」国側に必要な人員をきちんと確保し、体制を

整えるよう十分に理解促進を図っていく必要がある。 

８．今後の評価計画 

2012 年 9 月 終了時評価 

2015 年 事後評価 

 ※ただし事後評価時期については、ホーチミン市都市鉄道 1 号線の建設進捗状況、運営

業務のための人材育成に係る後続プロジェクトの進捗状況を勘案しつつ検討する。 

 


